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論点２の詳細について
＜論点２ 企業や大学等における経営・研究と国際標準との一体化・行動変容＞
（１）経済界における経営戦略・イノベーション戦略等における標準や知財の適正な位置づ
け（オープン＆クローズ戦略・SEP（標準必須特許）・オープンイノベーション等）の検討

 個社での先進事例や経営層の危機感はあれど、経済界全体においては、なお国際標準へのリソース配分や人材育成
は十分に進んでいないのではないかという問題意識を踏まえ、経済界全体への波及方策を検討する必要

（２）経営層の意識改革・行動変容、外部機関との連携、企業内における標準人材の地位
向上、適正な評価

     企業の意思決定に影響を及ぼす経営層における（専門機関活用を含む）国際標準への適切な理解促進や、企業
内の標準人材への評価を高めるための方策を検討する必要

（３）国立研究機関や大学における国際標準活動への取組の適正な評価
 国立研究機関や大学などの高等研究機関において、研究を主眼としつつもその社会実装に向けた国際標準活動が、

属人的なものでなく、組織内で適正に評価され、組織として研究初期段階から戦略的に取り組むための方策を検討
する必要

（４）スタートアップ・ベンチャーによる新たな事業領域を開拓する国際標準活動支援
 従来の大企業や業界による国際標準活動と、最初から新たな市場創出を目指すスタートアップ等による国際標準活

動の量的のみならず質的差異に鑑み、こうした市場創出のための国際標準活動への支援の在り方を検討する必要

（５）成功例（モデル）の構築や事例集とアナウンスメント 等
 個社や研究機関等にとって、国際標準活動に取り組む意義やメリットが見えにくいことにかんがみ、様々な類型における

既にある国際標準活動の成功事例（モデル）や失敗事例を整理し、発信することなどを検討する必要

第５回（今回）は上記を踏まえた施策の方向性の適否（５ページ）を議論いただきたい。
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＜論点３ 国際標準エコシステムの構築・強化＞
（１）企業内・大学内・研究機関内での国際標準人材のリスキリング・キャリアプランを含め
た人材育成支援の検討

 国際標準エコシステムのベースとなる人材育成について、組織内の人材育成を促進するための方策（既にある研修
制度や教材・資格制度の更なる活用・拡充、キャリアパスのモデル構築など）を検討する必要

【※論点2（1）～（3）の検討とリンク】

（２）国際標準に係る外部人材層の強化や、国際標準への対応能力を向上させるための支
援機関等（規格策定機関、認証機関、研究開発機関、アカデミア、支援サービス提供企
業等）の強化や、標準・認証等マーケットの在り方検討

     （１）のような組織内の人材育成だけでなく、外部専門機関における人材育成や組織の強化を図ることで、日本全
体の人材層の充実を図るとともに、標準人材のキャリアパスの形成に繋げていく方策を検討する必要

【※論点5の官民プラットフォームの人材供給の検討とリンク】
 外部専門機関の強化に向けては、その多様な主体の連携・強化や、マネタイズのためのマーケットが不可欠であること

から、組織強化に繋がるマーケットの在り方について検討する必要
【※論点４（官民ガバナンス改革）の検討とリンク】

（３）国際標準活動への投資家への訴求等の検討
 国際標準活動への経済界全体の意識改革や、リソース配分の観点から、投資を通じた企業活動の変革を進めるべく、

国際標準活動の有する機会やリスクを投資家に情報公開する、官民連携の場で金融界と認識を共有するなどして、
投資家の関心を高める施策について検討する必要【※論点２（１）（２）（４）の検討とリンク】

第５回（今回）は上記を踏まえた施策の方向性の適否（５ぺージ）を議論いただきたい。

論点３の詳細について
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論点２に関連する課題認識（各省レビュー/RFI/部会意見から抜粋）
項目 ご提供頂いた情報
各省
レビュー

 社会実装・海外展開やエコシステム形成等の戦略を欠いた標準化活動により、「標準化のための標準化」となる場合もある（総務省）

RFI  国際標準化が経営戦略に組み込まれておらず、そのため十分なリソース配分や人材評価が出来ない
 イノベーションに繋がるような国際標準の戦略的な活用を日本の企業において実現する体制・基盤が整っていない
 経営層や経営戦略における、短期的ではなく長期的な視点からの、必ずしも企業利益に単純に直結しない場合も含めた標準化活動や適合性
評価へのコミットメントを推奨、評価すべき。そのため、経営層の理解を促進するための標準化戦略ガイドライン作成やイノベーション戦略などの上
位戦略へのリテラシー向上、IRでの取組報告、経営層への標準化セミナー開催、標準化等の経営貢献度を評価する指標開発、国際標準化を
実現する企業組織設計に関するあるいは経営視点からの取組事例の公表、研修・啓蒙活動、コーポレイトガバナンスコードにおける国際標準活
動参画情報等の公開義務化等

 若手人材育成のための標準化活動が研究業績として評価される、あるいは留学機会付与のようなインセンティブづくり
 企業内の標準化キャリアパス確立支援・標準化人材戦略（専門性向上）、企業から標準等国内団体への出向の支援、出向者への企業内
での評価・待遇改善、ゼネラリスト志向の日本型雇用制度の見直し、標準化担当者のレベル認定

 標準化は大学自身のニーズではなく、大学が組織として行動することはまずなく、個々の教員が属人的に対応しているのが現状であり、広く展開さ
れることは期待できない

 日本では北米や欧州と比べ、学会の調査研究活動と標準化活動の結びつきが弱い
 研究開発プロジェクトにおける標準化戦略策定や標準化分科会設置の義務付けや、標準化を考慮した研究開発手法のベストプラクティス集の
作成、標準化への貢献度を評価する指標の開発等を通じて、研究開発の段階から標準化を視野に入れた取組を推進すべき。

 リソースの限られた中小企業やスタートアップの標準化活動を支援すべき（専門家によるアドバイス、最先端技術を有する製品やサービスの早期
の標準化に向けた標準化活動費用の補助金制度の拡充、中小企業向けワークショップ、大企業とのマッチングによる共同標準化PJ、成功事例
共有PF構築等）

国際標
準戦略
部会にお
ける委員
からの意
見

 標準化は市場を広げ、価値を拡大する方法論であることを、まず産業界の経営者等が認識を高めるべき
 海外では本当に経営層や大学当局の国際標準に係る意識が高いのか、しっかりとファクトを確認して欲しい。欧州などにおいても、必ずしも全てが
最初から戦略的に仕組まれた訳ではなく、結果的にそうなった、といったケースや、欧州統一市場の必要性やガバナンス強化の観点から標準化を
進めた、といった背景の違いも考えられるのではないか

 大学や研究機関の標準化参画には、まずは国際標準活動貢献に対する表彰等から始めるのが現実か。大学における評価制度改革には一定
の時間が必要と思料

 全く新たなビジネスモデルや大きな技術革新をベースとした産業が生まれる際に、大きなインパクトのある国際標準化の機会が生まれることを念頭
に置く必要がある。近年のこれらの機会の多くがスタートアップによって担われてきていることから、スタートアップが主導する国際標準をより重視し支
援する必要があるのではないか

 アカデミア人材の国際標準化活動について適正に評価し、支援を拡大すべき。
 民間が主体となって企業間で議論して戦略を練り、規格まで持っていくプロセスが当たり前になるように、横の連携を認識する仕組みが必要。
 研究者のマインドセットの中に、ビジネス化の種をどう埋めるか、ユーザーレビューをどう受けるのかという問題意識が必要。
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論点３に関連する課題認識（各省レビュー/RFI/部会意見から抜粋）
項目 ご提供頂いた情報
各省
レビュー

 企業では標準化への経営コミットメント、事業戦略上の位置づけ等の弱さがあり、標準化人材に対するキャリアパスや教育等の仕組みが不十分（総務省）
 「標準化人材情報Directory」について、規格開発・交渉人材に加えて、戦略人材や活用・普及人材などの登録人材の充実が必要ではないか（経産省）
 途上国の企業や政府への支援を通じて、透明性確保に係る制度構築や人材育成に貢献してきた。一方、国内での最先端の国際的な潮流に関する知見を有し
た国際標準人材の育成支援や、東南アジアを超えた国際的な人脈づくりへの支援が十分ではなかったのではないか（環境省）

 産業界の意識改革に向けて、様々な施策を実施。一方、未だ多くの企業の経営戦略において標準化の位置づけは十分されておらず、これまでの企業経営者に
向けた取組の継続に加えて、投資家等のステークホルダーの理解促進・意識改革にも取り組むべきではないか（経産省）

RFI  SDOのガバナンスに影響を持つクラスの人材が必要。日本人議長・コンビナーを増やすための公的地位や待遇改善
 特定の領域や技術ではなく、語学力に加え、国際会議における合意形成や議事運営などの基礎的なコミュニケーション・対人スキル教育が重要・「標準」を作る人
材の育成ではなく、国際交渉力、事業戦略立案能力を含めた人材育成・トレーニング

 特に社会課題解決型の規格開発提案に対して体制・人材が不十分
 標準化は長期的スパンでの活動であり、短期の成果が求められる企業活動では限界。国の支援が必要
 （学生向けに）大学での標準化教育カリキュラムの拡充と支援、高等教育以上の法学・工学科目における国際標準や知財の教育の必修化、留学促進、学校
の入学時期の見直し、就職率よりも国際的に活躍できる人材育成、学生向け標準インターンシッププログラムの導入

 認証機関は品目ごとに分かれており、零細な機関も多いことから、日本をリードする認証機関が存在せず、「標準化」に対する理解が不十分な組織も多いことから、
①認証機関の統合、②他国の主要認証機関と対等に議論できる組織の構築、が必要

 国内認証機関のリソースの強化、認証機関による審査中のアドバイスの解禁、企業からのオープン＆クローズ戦略へのコンサルティング機能、標準や規制の動向調
査サービス等の提供

国際標準
戦略部会
における
委員から
の意見

 人材育成について、どのジャンルで日本のコンピテンシーが必要かをさらってみて、大学又は企業のどちらで人材育成を担うべきなのかの議論も必要
 国際標準への対応能力を向上させるための支援機関の強化も重要。分野ごとに関係者からのニーズを吸い上げて、活動を支援したり人材を育成したりする仕組
みが求められている

 海外の国際標準をJISにする際に、和訳に時間がかかりタイムラグが生じている。国際規格の迅速なJIS化体制、JISの国際規格化体制を整備することが望ましい
 規格に対応するコンサルティング機能をもった民間企業をどう育てるかも重要なポイント。各企業の秘密を保持しながら支援するようなコンサルティング機能が必要
 国や国民を守る観点から、標準・認証機関が不可欠であり、こうした機関がHowの部分の標準化やアセスメントから、ビジネスモデル、お金が回る形にする必要が
ある

 国が主導する人材育成は供給側の施策に偏りがちだが、需要側で引っ張らないと成果が生まれにくいことから、まず政府機関や政府関係事業における一定の需
要を作ることが重要

 「支援機関等の強化」については、これまで議論されていないので、慎重に十分な議論をする必要がある。実際に認証を行っている認証機関からの説明の機会を
持つ、あるいは、委員に追加するなどして、しっかり議論を行うべき

 人材不足・高齢化に対応するため、キャリアロードマップの策定等により若手人材を呼び込むとともに、外部人材活用に向けた専門人材プールの構築が必要。
 民間におけるスキームオーナー力の強化や、規格、適合性評価機関、市場監視といった階層がバランスよく存在することが重要。
 ３つの人材（国際交渉専門家、規格を書く専門家、ビジネスモデル専門家）の育成が必要。
 自分の意見を積極的に言える人間をコンビナーなどのリーダーにすべき。
 ヨーロッパの認証機関を活用することも検討すべき
 JISCBA（JISマークの認証機関の連携組織）やJACB（認証機関の連携組織）など既存組織の有効活用を。
 標準化や認証については、国も関与をしながら、民間主導のビジネスとして成立するような形を考えていかなければいけない
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 企業への標準化啓発は継続
するも経営戦略との隔たりあり
- 経営計画等のルール形成構想：27%

 標準化戦略人材の不足と
規格開発・交渉人材の後継者不足
- ISO等参加の7割以上が50歳以上

 標準に係る教育人材（指導者）
と教育・キャリア形成機会の不足

 アカデミアが標準化活動に
参加するインセンティブ不足
- 学術「論文」が求められる大学評価との乖離

 市場創出などに意欲あるべきスタート
アップの標準化への参画不足

 標準化支援機関の日本版ビジネス
モデル構築と持続性確立の必要性
- ルール形成/標準化の「プロセス」にて
マネタイズする専門サービスの高度化ニーズ

 規格策定機関の（非出版）
事業の拡大余地が大
- 企業向けサービスの拡大余地

 グローバル対応の試験認証体制
強化の必要性

論点2・3 経営・研究における国際標準との一体化
・標準エコシステム整備 施策の方向性

 欧州では標準化ブースターで企業の
標準化活動を支援。スタートアップも
対象

- 標準化ブースターのProject Hubで、スタートアップ
も対象に専門家マッチングなどの実践的な支援

 欧州では高等教育機関での標準化
教育やアカデミアの標準化活動が進展

- 例：EURAS（European Academy for 
Standardization）、EDU4Standards

 英BSI等、高度な民間サービスを実施
する規格策定機関が活躍

- 民間サービスPAS（公開仕様書）はfeeサービス
を拡大

 欧州ではバリューチェーン横断の産業
基盤関連の標準化進展

- 例：ドイツのPlattform Industrie 4.0は
自動車・部品・鉄鋼・化学等が参加し、標準化
されたネットワークを構築

 グローバル・他分野対応が可能な
試験・認証機関が活躍

- 殆どのグローバル大手機関は、認証・試験・
コンサルティングを横断した支援を提供

 中国政府は優れた企業標準を選定
- 複数の省・市において、 「企業標準先駆者」と
連携した政策を打ち出し

日本の現状・課題 諸外国の取組み
（参考となる政策ベンチマーク）

A) 経済・学術・金融界への働きかけ
- 例：ガイダンス等の整備、モデル事例集、

ハイレベルプラットフォームの設置など

B）企業・研究機関の視座シフト
- オープン＆クローズ戦略の浸透、CSO等への啓発活動の
継続、事例集取りまとめ

- 「市場創出（TAM拡大）（特に需要創出）」やコスト
抑制を主眼とした標準戦略の浸透のための見える化

- 「川上・川下業界と連携した標準化」など業務横断的な
連携による需要シフトの好事例創出

- スタートアップの標準活用の促進
- 国の研究開発資金における標準化の一体化
（GI基金やBeyond 5G基金事例の他分野展開）

- 大学や研究機関での「研究開発＋標準化」の好事例
（モデル）づくり・表彰

- 投資家向けの情報開示や指標化の促進など

C）人材育成システム強化
- アカデミアとの連携、求める標準人材ごとの人材育成、
国際会議参加支援、国内外の資格取得促進、人材
データベース（STANDirectory）の拡充

- 標準人材のキャリアパスのベストプラクティス集の作成など

D）外部専門機関の育成・強化
- 企業と認証産業との間のミスマッチの解消、共通課題へ
の認識や対応の共有化、認証・試験機関同士の領域を
超えた連携強化

- 認証対象やコンサルティングなどの関連サービスの拡大
- モデル事業の実施など

国家標準戦略での施策の方向性
（既存施策の継続・拡充及び新規施策）
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EU 標準化ブースター 概要
標準化ブースター（The EU Standardisation Booster）は、各分野の標準化専門家による標準化
支援体制を整備することでEUの研究・イノベーションプロジェクトの標準化を加速

概要

 EU公認の研究開発シーズ（EUプロジェクト）への
標準化支援
 EUプロジェクトに標準化の専門家を派遣し、
適切な戦略的アプローチをとれるように
指導・サポートするコンサルティングサービス

 EU標準化システムの機能性、機動性、効率性の
向上と研究者や技術者の標準化に関するスキルと意識
の向上が狙い

設立年
 2022年
（欧州委員会内の組織としてHSbooster.euが設立
され標準化ブースターサービスが開始）

支援体制  約250名の各分野の専門家が支援者として登録
 Horizon Europe（資金助成制度）から資金提供

支援内容

 Horizon EuropeおよびHorizon 2020の
研究・イノベーションプロジェクトの標準化活動の支援
 プロジェクト約1,000件を対象に、標準化に関しての支援
を希望するプロジェクトを公募

 採択されたEUプロジェクトが標準の改訂や作成に
つながる最善の戦略を提案
 標準の新規作成/改訂を行うべき領域の特定
 最新の規格情報の提供
 標準化に向けたワークフローとタイムラインの提案

 次世代の標準化に関する専門家を育てるための
トレーニングアカデミー

成功事例

 標準化ブースターサービスを提供する
HSbooster.euでは現在までに430以上のプロ
ジェクトを支援し、成功事例も取り上げられている

AshCycle Project（2024年2月）
CENワークショップ契約を通じた
既存の標準化の状況に影響を与えるプロジェクト

概要

• 焼却から発生する廃棄物を削減するための新し
い利用可能性を開発するプロジェクト

• 欧州連合のHorizon Europeの助成契約のも
とで資金提供されている研究・イノベーションプロ
ジェクト

応募
理由

• 既存標準を拡張し、新たな標準を開発するため
の有用な追加情報と標準化プロセスとその結果
に影響を与える方法の洞察を得るため

結果
• 開発技術が既存標準と整合し、より広く受け入
れ得ることを確信

• 関連技術委員会への参加可能性を認識

EUから
の期待

• EUは循環経済への移行の一環として、材料のリ
サイクル、特に貴重な原材料（CRMs）の回収
促進を期待

今後

• CEN/CENELECワークショップ契約の提案サポー
ト、国内ミラー委員会への参加等を通じ標準化
の迅速アプローチを推進

• HSbooster.euトレーニングアカデミーを通じて、
高度なレベルのトレーニングを探索

出所：欧州委員会、 HSbooster.eu
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EU 標準化ブースター Project Hub

標準化ブースターのProject Hubでは、各分野の専門家と企業をマッチングし、標準化活動を支援。
プロジェクトメンバーにはスタートアップ企業も含む

概要

 EU公認の研究開発シーズ（EUプロジェクト）への
標準化を支援
 EUプロジェクトに標準化の専門家を派遣し、
適切な戦略的アプローチをとれるように
指導・サポートするコンサルティングサービス

 Project Hubを通じて、各分野の専門家とマッチング。
プロジェクトの進捗状況を報告
 合計73のプロジェクトが展開中

設立年  2022年

出所：欧州委員会、 HSbooster.eu

NebulOuS Project
クラウド コンピューティング コンティニュアム全体の仲介機能を
網羅する適切なメタオペレーティングシステムの導入

プロジェクト事例

概要

• アプリケーションをクラウドからエッジまでシームレスに拡張し、真に統
合されたコンピューティング環境を提供することを目指す

• コンピューティングリソース、データ近接性、サービス品質、様々な制
約をシームレスに管理するオペレーティングシステムに相当する仕組
みを構築することで、クラウドコンティニュアムスタックを改革

応募
理由

• 異なる既存のデータフォーマット、通信プロトコル、ツール、その他
の関連インフラ間の相互運用性に取り組む必要がある。そのた
め、既存の規格（例えば、ISO/IEC19941:2017）の収束
を促進したり、拡張する

• 標準定義のワーキンググループに参加し、NebulOuSの標準
化課題をWGの課題と整合させ、相互利益につながる効果的
な貢献を導出

メンバー

• ヨーロッパ8カ国にある16の組織・企業が参加
 Eurecat
 Institute of Communication and Computer Systems 

(ICCS)
 Telefónica I+D (TID) 
 University of Oslo (UoO), 
 ActiveEon …等

アプリケーションを高速化し、エンタープライズグリッドと
クラウドを構築するためのオープンソースソリューション
を提供するフランスのスタートアップ企業
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EDU4Standards

欧州の高等教育機関における標準化教育の革新を目指し、Horizon Europeのプロジェクトとして
EDU4Standardsを設立

概要

 標準化に関する教育を通じて、EU の競争力を高め、
新産業戦略とグリーンディールを支援することを目的とし
たHorizon Europeのプロジェクト
 EUの標準化専門家の不足と、教育レベル間で標準化に
関する知見が断片化している課題に対処するのが狙い

 11 か国から 17 のパートナーが結集し、標準化を欧州の
教育枠組みに組み込むための活動を展開

発足年  2024年1月

目標
 100以上の高等教育機関における標準化教育を促進
 2027年までに年間5,000人の新しい標準化専門家の
育成に貢献

取組み
内容

 標準化をヨーロッパ全土の高等教育機関 (HEI) のカリキュラム
にさらに包括的に統合することを目的とした、標準化の革新的
な教育コンセプト (ITCoS)を開発

 5 つのパイロットプログラムを実施

出所：欧州委員会、 EDU4Standards

標準化のための教育コンセプトの開発と
パイロット運用 詳細

ヨーロッパ
全土

社内研修

課外活動

大学の
コース

 既存の学士および修士課程の枠組みにカスタマ
イズされ、幅広い分野に標準化を組み込むことに
重点を置く

 学校でのワークショップなど、標準化に関する実践
的な実地体験を提供することを目指す

 さまざまな業界の従業員の標準化スキルの向上
を目指す

 標準化教育の範囲と影響を拡大するために、
ヨーロッパ全体の研究技術組織 
(RTO:Research and Technology 
Organisations) と連携

パイロットプログラムの実施対象

今後3年間で、以下の戦略目標に取り組むことを目指す
1. 標準化のための革新的な教育コンセプトの開発と
パイロット運用（ITCoS）
 EUの高等教育で使用するためのアプローチと資料を作成
し、試験導入（5つのパイロットプログラムを実施）

2. 学術標準化デー等を通じて標準化の認知度を向上
3. 標準化に関する高等教育コースを増設
 標準化を含む機関、教師、コースの基盤強化

4. 標準化の教師と学習者のコミュニティを構築
5. EU Student Standardisation Association
を設立
 既存のグループ、プロジェクト等をもとに協会を設立
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 1993年、ドイツ・ハンブルクで設立された非営利団体
 学術分野（経済学、工学、社会科学、法律、情報科学等）の研究者が設立

 可能な限り幅広い学問分野を巻き込みながら、標準化の学術的な取り扱いを促進する
<重点分野>

• 標準化研究の推進、科学教育の観点からの批判的評価、研究成果を発表する機会の拡大、
標準教育の開発と専門化の支援

設
立

目
的

 国際的ネットワークの
 ヨーロッパを中心に、標準化に関する研究や教育に従事する学者や専門家のネットワークを形成
 会議とセミナーの開催:
 定期的に国際会議やセミナーを開催し、標準化に関する最新の研究成果や知識の共有を促進
 会議には様々な専門分野の研究者、国や地域の標準化団体の代表者、政府機関の代表者、
標準化に関心を持つ企業の代表者等が参加

 これまでのテーマはIT、電気通信、科学的手法、会計、水質、ガス、インフラストラクチャ等
 標準化研究の促進：
 標準化に関する研究の質と量を増加させるための活動をサポート
 標準化教育
 標準化に関する教育・トレーニングの提供や標準化の専門家の養成を促進
 標準化に関する出版
 標準化に関する研究論文や書籍の出版をサポート

主
な
活
動
内
容

2024 EURAS会議の案内

国際的ネットワークの構築

会議とセミナーの開催

標準化研究の促進

標準化教育

標準化に関する出版

出所：EURASウェブサイト及び東京工業大学「アカデミアによる標準化活動への貢献」

EURAS（European Academy for Standardization）



R6.12.20 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局 44

PAS及びJSA規格の特長
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（参考）Industry4.0 「RAMI4.0 」
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グローバル大手機関と日系機関が対応する事業スコープ

グ
ロ
ー
バ
ル

大
手
機
関

日
系
機
関

JQA, JET,建材試験センター,
化学物質評価研究機構など

機関名

グローバル大手 主要22機関
SGS, Bureau Veritas, Intertek, 

TÜV Rheinland, DNV, DEKRA, TÜV 
SÜD, TÜV Nordなど

日本能率協会,
マネジメントシステム評価センター,

アファス認証センターなど

IMV,エスペック
日鉄住金テクノロジー，
JFEテクノリサーチ など

認証

○

○

×

○

試験

○

○

○

×

ｺﾝｻﾙ

○

△

×

×

多

機関数
（概念的）

少

多

多

出所：各企業の公開資料

多
少

該当する機関数が多い

該当する機関数が少ない

殆どのグローバル大手機関は、認証・試験・コンサルティングを横断で取り組んでいる一方、多くの日系認証
機関は、全てをカバーすることは出来ていない状況
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中国 企業標準先駆者制度（「国家標準化発展綱要」詳細）

出所： 国家标准化发展纲要、新浪财经、扫描文稿 (qybzlp.com)、企业标准领跑者官网 (sina.com.cn)、中国国家標準化
研究所「21省市企业标准“领跑者”制度激励政策一览表」、からオウルズコンサルティンググループ作成

優れた企業標準を認定することにより、標準の
高水準化を促し、製品・サービスの品質を向上
（「国家標準化発展綱要」等方針合致）

設立目的
実績（2021年）

2017年 制度提案
2018年 国家市場監督管理総局など8部門が
 制度実施に関する意見発表
2019年 第一陣「企業標準先駆者リスト」発表

運用体制・
意思決定方法

設立経緯

複数の外部評価機関からなる専門家委員会が
組織され、優れた企業標準を選定
 外部評価機関・評価計画は公募決定
 基準と評価計画に基づいて選定を実施

実施事項

毎年発表される重点分野に基づいて、
「企業標準先駆者リスト」を作成

リスト掲載の規格に基づいて、製品を認証
する取り組みを試験的に開始

複数の省・市おいて、 「企業標準先駆
者」と連携した政策を打ち出し

リスト
作成

製品
認証

政策
連携

 年次大会にて「企業標準先駆者リスト」を発表
 農業、消費財等の202の重点分野を設定
 サービスを優先的に政府調達に用いるように奨励
 2023年には実装範囲が265の主要分野に拡大

 試験的な製品認証の取組を実施
 家電製品、業務用冷凍設備分野等で、215製品を登録

 21の省・市で 「企業標準先駆者」制度と連携した政策を策定

例1：「企業標準先駆者」の基準を満たす製品・サービスを
優先的に政府調達に用いるように奨励 
（江蘇省、陝西省、山西省、浙江省等）

例2：金融機関が「企業標準先駆者」企業に対する
融資等を行うことを奨励・支援
（北京、江蘇省、陝西省、山西省、广西省等）

例3：「企業標準先駆者」企業の科学技術投資を支援
 （广西省、貴州省）

優れた企業標準を認定し優遇措置を取ることで、企業の標準化活動インセンティブを創出
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